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知的財産推進計画２０１０の項目別進捗状況①（11/8 配布資料のうちからデジタル化・ネットワーク化部分抜粋） 

新たなメディア創出のためのインフラ整備 

１ 

           ：第４回ヒアリング対象項目 

長期

2014～2019年度
2010年11月までの
具体的な取組状況

今後の具体的な取組予定

207.5MHzから222MHz
までの周波数を使用し
て行う携帯端末向け
マルチメディア放送の
インフラ整備（受託放
送）に係る制度整備を
行い、参入事業者を
決定。

207.5MHzから222MHzまでの
周波数を使用して行う携帯端
末向けマルチメディア放送のイ
ンフラ整備（受託放送）に係る
制度整備を行い、参入事業者
を決定した（2010年9月）。

207.5MHzから222MHzまでの
周波数を使用して行う携帯端
末向けマルチメディア放送のソ
フト事業（委託放送業務の認
定）に係る制度整備を行う。

「ラジオと地域情報メ
ディアの今後に関する
研究会」を開催。
90MHzから108MHzま
での周波数を使用し
て行う携帯端末向け
マルチメディア放送を
含めた地域情報メディ
アの将来像について
検討し結論。

「ラジオと地域情報メディアの
今後に関する研究会」を開催
し、90MHzから108MHzまでの
周波数を使用して行う携帯端
末向けマルチメディア放送を含
めた地域情報メディアの将来
像について報告書を取りまと
めた（2010年７月）。

90MHzから108MHzまでの周波
数を使用して行う携帯端末向
けマルチメディア放送の制度
整備を行う。

デジタルサイネージについて、
戦略具体化に向けた官民の検
討の場として、「デジタルサイ
ネージ・ユーザーズ・フォーラ
ム」を設置し、「デジタルサイ
ネージコンソーシアム」と連携・
協調した検討を開始。

ユーザー視点から要件を整理
し、仕様の策定に向けた検討
を行う予定。

2010年度末までにブ
ロードバンドを全世帯
において利用可能化。

民間のみでは整
備が進まない地
域を公的整備の
手法によりFTTH
等を整備。

左記の目標に向け、公設民営
（IRU）等の手法を活用しつつ、
ブロードバンド整備を進めてき
たところ。

引き続きブロードバンド整備を
進めることにより、左記目標を
達成。

ホワイトスペースの活
用を始めとした電波の
有効利用のための方
策を2010年度中に「新
たな電波の活用ビジョ
ンに関する検討チー
ム」において策定。

・2010年７月、ホワイトスペース
など新たな電波の有効利用の
ための方策を「新たな電波の
活用ビジョンに関する検討チー
ム」において策定したところ。
・ホワイトスペースの活用のた
めの研究開発及び実証実験と
して、平成23年度概算要求に
計上された（17億円）。

ホワイトスペース活用の実現
に向けて、2010年度に地域特
性に応じたサービスやシステ
ムの実現を目指した実証など
を行い、この結果を踏まえ、
2011年度に環境整備を行う。

一般社団法人ＩＰＴＶ
フォーラムで検討され
たＩＰＴＶ配信用のメタ
データ要件を基に、実
証実験を実施。

前年の実証実験
成果を基に一般
社団法人ＩＰＴＶ
フォーラムで標
準化を実施。

本年8月にIPTVに係る実証実
験の請負事業者を決定し、実
証実験を実施しているところ。

過去３カ年のIPTVに係る実証
実験の成果を取りまとめる予
定。

「クラウドサービスを支える高
信頼・省電力ネットワーク制御
技術の研究開発」の研究開発
を実施中。

研究開発を推進しつつ、研究
の成果を展開するために民間
フォーラム等と連携しながら所
要の標準化活動を実施。

25

新たなメディア創
出のためのイン
フラ整備（短期・
中期）

モバイル放
送、デジタル
サイネージに
関する実証実
験や規格策
定への支援、
完全ブロード
バンド化、ホ
ワイトスペー
スの活用促
進、IPTVの普
及支援・クラ
ウドコン
ピューティン
グの環境整
備を通じ、新
たなメディア
のためのイン
フラを整備す
る。

総務省

90MHzから108MHzまでの周波数を使
用して行う携帯端末向けマルチメディ
ア放送の制度整備。

デジタルサイネージの標準化政策に関
し、「グローバル時代におけるICT政策
に関するタスクフォース」下の「国際標準
化戦略に関する検討チーム」において
検討を行い、結論。（2010年9月）

実証実験の実施等によりデジタルサイ
ネージに係る標準化を推進。

研究開発や実証実験などを実施し、ホワイトスペースを活用した新たな電波
利用を展開。

クラウドサービスを支える高信頼・省電力ネットワーク制御技術の研究開発を行
い技術を確立するとともに、民間フォーラムと連携しながら必要に応じて標準化
を実施。

概要 担当府省
短期

Ⅱ．コンテンツ強化を核とした成長戦略の推進

具体的な取組

 工程表

2012年度 2013年度2010年度

中期

2011年度

進捗状況

注）各省の記載に基づき作成（11月５日時点）



知的財産推進計画２０１０の項目別進捗状況②（11/8 配布資料のうちからデジタル化・ネットワーク化部分抜粋） 

「コンテンツ特区」の創設、コンテンツ配信・放送に関する規制緩和 

２ 

長期

2014～2019年度
2010年11月までの
具体的な取組状況

今後の具体的な取組予定

経済産業
省

平成21年度、22年度事業に
おいて、実際の公空間での
モデルサービスの実証事業
を実施。

引き続き、民間の動きを注視
しつつ、支援方法を検討。

総務省

「デジタルコンテンツ力創造
事業」として平成２３年度概
算要求に計上された（５億
円）。

平成２３年度予算成立後、早
期の執行に着手できるよう具
体的内容を検討していく。

文部科学
省

現時点では特別な対応は
行っていない。

個々のプロジェクトに関し、経
済産業省や総務省による取組
と必要に応じた連携を実施す
る。

通信・放送の
総合的な法
体系の整備
について「放
送法等の一
部を改正す
る法律案」を
国会提出。

通信・放送の総合的な法体
系の整備について、「放送
法等の一部を改正する法律
案」を第176回国会へ再提
出。(第174回国会提出の法
案は審議未了、廃案。）

法案成立後、速やかな関係政
省令等の整備。

ホワイトス
ペースの活
用を始めとし
た電波の有
効利用のた
めの方策を
2010年度中
に「新たな電
波の活用ビ
ジョンに関す
る検討チー
ム」において
策定。

・2010年７月、ホワイトス
ペースなど新たな電波の有
効利用のための方策を「新
たな電波の活用ビジョンに
関する検討チーム」におい
て策定したところ。
・ホワイトスペースの活用の
ための研究開発及び実証
実験として、平成23年度概
算要求に計上された（17億
円）。

ホワイトスペース活用の実現
に向けて、2010年度に地域特
性に応じたサービスやシステ
ムの実現を目指した実証など
を行い、この結果を踏まえ、
2011年度に環境整備を行う。

速やかな関係政省令等の整
備。

研究開発や実証実験などを実施し、ホワイトスペースを活用した新
たな電波利用を展開。

26

コンテンツ配信・
放送に関する規
制緩和
（短期）

デジタル化に対応した通信・
放送の総合的な法体系を速
やかに整備するとともに、ホ
ワイトスペースの活用を始
めとした電波の有効利用の
ための方策を2010年度中に
策定する。

総務省

国
際
共
同
製
作

「コンテンツ特
区」の創設(短
期)

「コンテンツ特区」を設け、特
定区域において新しい技術
やサービスを試行できる環
境を整備し、先駆的なコンテ
ンツの創造、国際的なコン
テンツ製作の誘致を促進す
る国際的な場を創出する。

さまざまな情報通信技術により街や商業空
間等自体をメディア化（ｅ空間）し、位置情報
連動サービスのような新しいサービスを創
出する場を設け、実証事業を実施。

コンテンツ特区による
振興方策について、
検討。

実証実験を通じた
新事業モデルの開
発支援。

個々のプロジェクトに関し、著作権の許諾
契約の問題について、経済産業省や総務
省による取組と連携。

概要 担当府省
短期

Ⅱ．コンテンツ強化を核とした成長戦略の推進

具体的な取組

 工程表

2012年度 2013年度2010年度

中期

2011年度

進捗状況

注）各省の記載に基づき作成（11月５日時点）



知的財産推進計画２０１０の項目別進捗状況③（11/8 配布資料のうちからデジタル化・ネットワーク化部分抜粋） 

書籍の電子配信の促進 

３ 

長期

2014～2019年度
2010年11月までの
具体的な取組状況

今後の具体的な取組予定

総務省

総務省、文部科学省、経済産業省の合同
開催による 「デジタル・ネットワーク社会に
おける出版物の利活用の推進に関する懇
談会」において、６月２８日に報告が取りま
とめられた。
同報告においては、国内における電子出
版の利活用の推進に向けた方策について
一定程度の整理が行われた。
同報告において示されたアクションプラン
のうち総務省が担当となった電子出版市
場の基盤となる技術的課題等について、
新ICT利活用サービス創出支援事業（電
子出版の環境整備）の委託事業として、提
案公募を実施（８月27日提案公募開始、9
月24日提案締切り）。10月27日に委託先
候補を公表。

・「デジタル・ネットワーク社会における出
版物の利活用の推進に関する懇談会報
告」において整理された検討事項につい
て順次検討を行う。
また、総務省、文部科学省、経済産業省
は、相互に情報共有を図りつつ、具体的
施策を推進する。
日本語基本フォーマットの確立、検索技術
の最適化、書店と電子出版の共存共栄等
の課題については「新ICT利活用サービス
創出支援事業（電子出版の環境整備）」に
より、その事業の着実な実施を推進し、電
子出版に関する技術的課題を解決する。
・国内に眠っている知的資産の総デジタル
化を進め、インターネット上で電子情報とし
て共有・利用できる仕組み（デジタルアー
カイブ）の構築に向けて、関係機関と連携
した取組（デジタル文明開化プロジェクト）
を推進し、デジタルアーカイブ間の相互連
携の促進のための技術標準化（ガイドライ
ン化）を実現する。

文部科学
省

総務省、文部科学省、経済産業省の合同
開催による 「デジタル・ネットワーク社会に
おける出版物の利活用の推進に関する懇
談会」において、６月に報告が取りまとめ
られた。 同報告においては、国内におけ
る電子出版の利活用の推進に向けた方策
について一定程度の整理が行われた。
同報告において示されたアクションプラン
のうち文部科学省が担当となった出版者
への権利付与に関する検討については、
「諸外国の著作権法等における出版者の
権利及び出版契約に関連した契約規定に
関する調査研究」として、入札公告を実
施。

「デジタル・ネットワーク社会における出版
物の利活用の推進に関する懇談会報告」
において整理された検討事項について順
次検討を行う。
また、総務省、文部科学省、経済産業省
は、相互に情報共有を図りつつ、具体的
施策を推進する。
　同報告において示されたアクションプラ
ンのうち文部科学省が担当となった、デジ
タル・ネットワーク社会における図書館と
公共のサービスの在り方の整理等につい
ては、「電子書籍の流通と利用の円滑化
に関する検討会議」(仮称）を設置し、検討
を進める予定。また、「諸外国の著作権法
等における出版者の権利及び出版契約に
関連した契約規定に関する調査研究」に
ついては年度内に報告書を取りまとめる
予定。

経済産業
省

総務省、文部科学省、経済産業省の合同
開催による 「デジタル・ネットワーク社会に
おける出版物の利活用の推進に関する懇
談会」において、６月２８日に報告が取りま
とめられた。
同報告においては、国内における電子出
版の利活用の推進に向けた方策について
一定程度の整理が行われた。

「デジタル・ネットワーク社会における出版
物の利活用の推進に関する懇談会報告」
において整理された検討事項について順
次検討を行う。
また、総務省、文部科学省、経済産業省
は、相互に情報共有を図りつつ、具体的
施策を推進する。

2010年度に実施される「デジタル・
ネットワーク社会における出版物の
利活用の推進に関する懇談会」にお
ける取りまとめ等に基づき、必要とさ
れる対応等を検討・実施。

27
書籍の電子配信
の促進（短期・中
期）

書籍の電子
配信を促進す
るに当たっ
て、知の拡大
再生産の確
保に留意しつ
つ、非商業分
野において国
立国会図書
館によるデジ
タル・アーカイ
ブ化の促進や
電子納本に
向けた環境整
備を図るとと
もに、商業分
野において民
間における標
準規格の策
定、権利処理
ルールやビジ
ネスモデル形
成の取組を支
援する。

前年度からの総務
省・文部科学省・経
済産業省の合同開
催による「デジタ
ル・ネットワーク社
会における出版物
の利活用の推進に
関する懇談会」を
引き続き実施し、
作家や出版者等の
関係者を含めてデ
ジタル・ネットワー
ク社会における出
版物の利活用の推
進等に向けた検討
を行い、６月を目途
に一定の取りまと
め。

概要 担当府省
短期

Ⅱ．コンテンツ強化を核とした成長戦略の推進

具体的な取組

 工程表

2012年度 2013年度2010年度

中期

2011年度

進捗状況

注）各省の記載に基づき作成（11月５日時点）



知的財産推進計画２０１０の項目別進捗状況④（11/8 配布資料のうちからデジタル化・ネットワーク化部分抜粋） 

放送番組の電子配信の促進、映画館のデジタル化・３D化の促進、新たな形態のコンテンツ配信の実証
実験の支援、プラットフォームの標準化 

５ 

長期

2014～2019年度
2010年11月までの
具体的な取組状況

今後の具体的な取組予定

本年6月に「放送コンテンツ権
利処理円滑化連絡会」を設
置、本年8月に権利処理一元
化の促進に向けた実証実験の
請負事業者を決定し、実証実
験を実施しているところ。

権利処理窓口一元化、不明権
利者探索に関する実証実験を
実施し、成果を取りまとめる予
定。

本年8月にIPTVに係る実証実
験の請負事業者を決定し、実
証実験を実施しているところ。

過去３カ年のIPTVに係る実証
実験の成果を取りまとめる予
定。

29
映画館のデジタ
ル化・３D化の促
進(短期)

映画館のデジタル
化・３D化を支援す
る。

経済産業
省

平成21年度補正予算事業（地
域商業活性化事業）にて映画
館のデジタル化支援を実施。

今年度についても補正予算事
業（地域商業活性化事業）にお
いて、映画館のデジタル化等
を実施する予定。

経済産業
省

電子書籍の契約円滑化に向け
た実証実験の提案公募を実
施。

引き続き、民間の動きを注視し
つつ、支援方法を検討。

本年8月にIPTVに係る実証実
験の請負事業者を決定し、実
証実験を実施しているところ。

過去３カ年のIPTVに係る実証
実験の成果を取りまとめる予
定。

３D映像について、戦略具体化
へ向けた官民検討の場として
設置した「3Dテレビに関する検
討会」及びデジタル放送推進
協会（Dpa）において、3Dコンテ
ンツの識別手法や安全性に関
する規格について検討。

国際標準化に向けて、国内外
の動向を踏まえ、国際標準化
すべき項目を整理し、標準化を
推進する予定。

経済産業
省

本年10月にはデジタルコンテ
ンツEXPO開催、及びデジタル
コンテンツグランプリを通して３
D技術を使った映像の製作・発
表の場を設けたところ。また、
今年の予算事業において、情
報可視化技術を利用したコン
テンツ技術実証を行った。

引き続き、プラットフォームビジ
ネスの振興のため、政策の検
討・実施を行う。

重要なプラット
フォーム（例えば３
D映像やIPTV）に関
し、標準化ロード
マップを含む戦略を
官民一体となって
策定・実行し、実証
実験や国際標準化
を一体的に支援す
る。

総務省

・我が国におけるプラットフォームビジネスの振興のため、
次の点について実施。
　－魅力ある３Ｄ映像制作技術・技法の開発
　－制作ワークフロー「改善」の研究
　－３Ｄ映像の生体安全性ガイドラインの精緻化・普及を
図るとともに、ISOの国際規格化。
　－国内外の有望なクリエイターに対し、新たな映像表現
手法である３Ｄ技術を使った映像の制作・発表の場を設け
る設定。
　－アニメ分野における３Ｄ技術に関する人材育成を実施
する。
・また、コンテンツを活用した新メディアの創出を促進する
ための技術開発や標準化支援、制度整備等を推進するた
めの技術戦略マップを改定し、課題抽出を行うとともに、広
く普及公表。

31
プラットフォーム
の標準化（短期）

一般社団法人ＩＰＴＶフォーラ
ムで検討されたＩＰＴＶ配信用
のメタデータ要件を基に実証
実験を実施。

前年の実証実験成果を基
に、一般社団法人ＩＰＴＶ
フォーラムで標準化を実施。

３Ｄ映像の標準化政策に関
し、「グローバル時代におけ
るICT政策に関するタスク
フォース」下の「国際標準化
戦略に関する検討チーム」
において検討を行い、結論。
（2010年9月）

民間の場において標準化等
を推進。

映画館のデジタル化・３Ｄ化
の促進手法について、検討
を行う。

左記、検討を踏まえ、映画館
のデジタル化・３Ｄ化を促進
していく。

30

新たな形態のコ
ンテンツ配信の
実証実験の支援
(短期)

電子配信の特性を
活かした新たな形
態のコンテンツ配
信に関する実証実
験を支援する。

「７．海外のユーザーに直接ネット配信する仕組みの構築」
における取組の支援や「27．書籍の電子配信の促進」の
検討結果を踏まえて支援。

総務省

マルチワンセグメントサービ
スを活用した新たな流通経
路におけるコンテンツ電子配
信を始めとしたユビキタス特
区事業の実施。

ビジネス化に向けて、必要に
応じた報告の徴収等。

28
放送番組の電子
配信の促進（短
期）

放送番組の電子配
信を促進するた
め、映像分野の権
利処理の一元化、
携帯機器への転送
の場合のルール形
成を支援する。ま
た、IPTVの促進の
ため、NHK及び民
間放送事業者のオ
ンデマンドサービス
における先端的な
サービスを促すよ

総務省

コンテンツ製作者の負担を
軽減するためコンテンツプ
ラットフォーム毎に異なるメタ
データの共通化に資する実
証実験を実施。

前年の実証実験成果を基に
一般社団法人ＩＰＴＶフォーラ
ムで標準化を実施。

映像分野の権利処理一元化
推進のため権利処理業務の
窓口一元化、不明権利者探
索の実証実験を実施。

映像分野の権利処理一元化
推進のため不明権利者探索
の一元化の実証実験を実
施。

映像分野の権利処理
一元化推進のため、権
利処理業務の電子許
諾システム等の実証実
験を実施。

概要 担当府省
短期

Ⅱ．コンテンツ強化を核とした成長戦略の推進

具体的な取組

 工程表

2012年度 2013年度2010年度

中期

2011年度

進捗状況

注）各省の記載に基づき作成（11月５日時点）

電子配信の特性を活かした新
たな形態であるマルチワンセ
グメントサービスのビジネス化
に向けた効率的な運用方法及
び国際展開に向けた実証実験
準備中。

左記分析も踏まえ、マルチワン
セグメントサービスの実現に向
けて、当該サービスの国際展
開を視野に入れた実証実験分
析・評価を実施。



知的財産推進計画２０１０の項目別進捗状況⑤（11/8 配布資料のうちからデジタル化・ネットワーク化部分抜粋） 

プラットフォーム競争の促進、プラットフォームのビジネスモデルの検討、
ACTA交渉の妥結および妥結後の加盟国拡大 

７ 

長期

2014～2019年度
2010年11月までの
具体的な取組状況

今後の具体的な取組予定

経済産業
省

電子書籍の契約円滑化に向け
た実証実験の提案公募を実
施。

引き続き、民間の動きを注視し
つつ、支援方法を検討。

総務省
「デジタルコンテンツ力創造事
業」として平成２３年度概算要
求に計上された（５億円）。

平成２３年度予算成立後、早
期の執行に着手できるよう具
体的内容を検討していく。

経済産業
省

電子書籍の契約円滑化に向け
た実証実験の提案公募を実
施。

引き続き、民間の動きを注視し
つつ、支援方法を検討。

総務省
「デジタルコンテンツ力創造事
業」として平成２３年度概算要
求に計上された（５億円）。

平成２３年度予算成立後、早
期の執行に着手できるよう具
体的内容を検討していく。

外務省

法務省

財務省

文部科学
省

経済産業
省

　　　　　　　　　　　　　　　　　　関係省庁で連携しつつ、
                                        方針を検討の上、加盟
                                        国拡大や二国間協定
                                        を通じ、世界大に保護
                                        の輪を拡大。

我が国における締結作業。

34

ACTA交渉の妥
結及び妥結後の
加盟国拡大（短
期・中期）

2010年中に模倣品・
海賊版拡散防止条
約（ACTA）の交渉を
妥結するとともに、
締結後、主要国・地
域への加盟国拡大
や二国間協定を通
じ、世界大に保護の
輪を広げる。

関係国との交渉を継続し、
関係省庁で連携しつつ、
2010年中の交渉妥結を目指
す。

実証実験後の成果を基に、コンテン
ツマルチユースを可能とするビジネス
モデルの検討支援。

33

プラットフォーム
のビジネスモデ
ルの検討
(中期)

プラットフォーム事業
者とコンテンツ事業
者によるマーケット
情報の共有を始めと
する双方にメリットの
あるビジネスモデル
の構築に向けた環
境整備について検
討する。

双方にメリットのあるビジネスモデル構築の観点から、電
子書籍に係るプラットフォームビジネスモデル構築に関す
る検討を実施。

左記の結果を基にプラットフォームビ
ジネスモデルの構築を実施。

現状のプラットフォームビジ
ネスモデル構築にむけた環
境整備に関わる課題を検
討。

プラットフォームビジネスモデル構築に向けた環境整備。

32
プラットフォーム
競争の促進(中
期)

重要分野(例えば書
籍)に関し、ユーザー
の利便性確保の観
点から、官民一体と
なって、排他的でな
いマルチプラット
フォーム戦略を策定
し、プラットフォーム
間の競争を促す。

電子書籍に関し、プラットフォーム間の競争を促す観点か
ら、グローバル規格の策定やプラットフォームビジネスモデ
ルの構築のための環境整備を図る。

コンテンツホルダーが様々な
流通経路やプラットフォーム
においてコンテンツマルチ
ユースを可能とする技術共
通化を検討。

コンテンツホルダーが様々な
流通経路やプラットフォーム
においてコンテンツマルチ
ユースを可能とする技術共
通化を行う実証実験の実
施。

概要 担当府省
短期

Ⅱ．コンテンツ強化を核とした成長戦略の推進

具体的な取組

 工程表

2012年度 2013年度2010年度

中期

2011年度

進捗状況

注）各省の記載に基づき作成（11月５日時点）

交渉の結果、10月2日、東京で
開催された関係国会合で大筋
合意。

まずは署名（時期未定）及び締
結（国会承認が必要。時期未
定）に向けた、必要な作業を進
める。



知的財産推進計画２０１０の項目別進捗状況⑥（11/8 配布資料のうちからデジタル化・ネットワーク化部分抜粋） 

二か国間協議を通じた著作権侵害対策の強化、海外のユーザーに直接ネット配信する仕組みの構築 

８ 

長期

2014～2019年度
2010年11月までの
具体的な取組状況

今後の具体的な取組予定

外務省

7月に行われた日中経済パート
ナーシップ協議、及び8月に行わ
れた日中ハイレベル経済対話に
おいて、
コンテンツの海賊版問題に対す
る更なる対策強化を要請。
6月に行われた日韓経済局長協
議において，コンテンツ侵害（模
倣放送番組）への対策として，地
上波における日本語放送の解禁
について取り上げ，対応を依頼
した。

引き続き，二国間協議の場にお
いてコンテンツの海賊版問題等
に対する対策について協議す
る。

文部科学
省

文化審議会著作権分科会国際
小委員会において、二国間協議
の在り方も含めた、インターネッ
ト上の海賊行為への対応につい
て検討中。
本年１０月に第５回日韓著作権
協議を実施し、日韓間での著作
権分野での協力・連携関係強化
のため、文化庁と韓国文化体育
観光部の間で覚書を交換するこ
とで基本的に合意した。
本年８月の官民合同ミッション及
び本年１０月の第２回日中知的
財産権WGに参加し、インター
ネット上の著作権侵害対策の強
化等を要請した。

文化審議会著作権分科会国際
小委員会での審議状況を踏まえ
つつ、二国間協議対象国の拡大
等を検討する。
韓国文化体育観光部との間で覚
書交換に向けた具体的な検討を
実施する。

経済産業
省

日中経済パートナーシップ協議
にて、コンテンツ侵害対策の強
化における働きかけを行った。

左記のような協議において、引き
続き、コンテンツ侵害対策の強
化における働きかけを行ってい
く。

総務省

・２０１０年７月１２日に、北京に
おいて第８回日中経済パート
ナーシップ協議を開催。通信・コ
ンテンツ関係については、ゴール
デンタイムにおける外国製アニメ
の放送制限規制の撤廃等を要
望。
・本年10月末に開催された第２
回日中知的財産権WGの枠組み
において、インターネット上のコ
ンテンツの不正流通対策に向け
て対応。

引き続き、二国間協議の場にお
いて関係国と協議し、コンテンツ
侵害対策の強化を強く働き掛け
ていく。

再掲

海外のユーザー
に直接ネット配
信する仕組みの
構築
（短期・中期）

ネット上で日本のア
ニメや音楽を海外に
配信する仕組みの
構築を支援する。

経済産業省

アニメ・コミックについて全世界を
ターゲットとしたネット配信ポータ
ルサイトの構築等について関係
業界に対してヒアリングを行った
結果を踏まえ、民間独自の動き
を尊重し、必要に応じて支援方
法検討することとしている。

引き続き、民間の動きを尊重し、
要望に応じて支援方法を検討し
ていく。

アニメ・コミックについて全世
界をターゲットとしたネット配
信ポータルサイトの構築等
について、民間サイドのニー
ズに応じた支援を検討。

左記検討結果を基にアニメ・コミックの海外展開の支援を実施。

35

二国間協議を通
じた著作権侵害
対策の強化（中
期）

二国間の関係省庁
横断的な協議の場
や著作権に関する
協議の場を通じ、侵
害発生国・地域の政
府に対し、具体的な
コンテンツ侵害状況
を踏まえ、コンテンツ
侵害対策の強化を
強く働き掛け、是正
を実現する。

デジタルコンテンツの重要性の高まりや深刻化するその侵害状況を念頭に置き、産業界から
の要望を踏まえ、侵害発生国・地域とさまざまな協議(以下など)の場を通じ、関係省庁で連携
しつつ、著作権侵害対策強化に向けた要請や協力を実施し、世界における我が国の著作権
侵害状況を改善。

　－日中経済パートナーシップ協議
　－日中ハイレベル経済対話
　－日韓ハイレベル経済協議
　－日中著作権会議
　－日韓著作権協議
　－日中知的財産権WG
　－官民合同ミッション
　　等

概要 担当府省
短期

Ⅱ．コンテンツ強化を核とした成長戦略の推進

具体的な取組

 工程表

2012年度 2013年度2010年度

中期

2011年度

進捗状況

注）各省の記載に基づき作成（11月５日時点）



知的財産推進計画２０１０の項目別進捗状況⑦（11/8 配布資料のうちからデジタル化・ネットワーク化部分抜粋） 

アクセスコントロール回避規制の強化、プロバイダによる侵害対策措置の促進 

８ 

長期

2014～2019年度
2010年11月までの
具体的な取組状況

今後の具体的な取組予定

文部科学
省

アクセスコントロールの回避規制
の強化に向け、法技術的観点を
踏まえた具体的な制度改革案を
２０１０年度中にまとめるべく、文
化審議会著作権分科会法制問
題小委員会のもとに技術的保護
手段ワーキングチームを設置
し、集中的な検討を行っている。
（10月３１日時点で第4回まで開
催。）

引き続き、文化審議会著作権分
科会法制問題小委員会技術的
保護手段ワーキングチームにお
いて検討を行い、平成23年1月
の文化審議会著作権分科会に
おいて報告を取りまとめる予定。

経済産業
省

不競法のアクセスコントロール等
の技術的制限手段に係る規律
の在り方に関する制度改革案を
年内に取りまとめるべく、産業構
造審議会知的財産部会技術的
制限手段の在り方に関する小委
員会を立ち上げ、検討を開始し
た。（１０月１９日時点で第２回を
開催。）

引き続き、産業構造審議会知的
財産部会技術的制限手段の在り
方に関する小委員会において、
検討を行い、2010年度内を目途
に制度改革案を取りまとめる。

財務省

アクセスコントロール回避規制の
強化に関し、文部科学省及び経
済産業省の検討状況を踏まえ、
水際規制の導入について検討す
ることとしているところ、両省の
検討状況をフォローし、水際規制
の導入についての検討を開始し
た。

引き続き、経済産業省及び文部
科学省における検討状況を踏ま
え、水際規制の導入について
も、必要に応じ関税・外国為替等
審議会等において検討を行い、
2010年度内を目途に具体的な制
度改革案を取り纏める予定。

・2010年9月7日、総務省の「利用
者視点を踏まえたICTサービスに
係る諸問題に関する研究会」に
おいて、　「プロバイダ責任制限
法検証ＷＧ」（主査　東京大学長
谷部恭男教授）が設置され、同
WGにおいてプロバイダ責任制限
法の検証を実施しているところ。
・本年3月に「コンテンツ不正流通
対策連絡会」を設置、本年9月に
コンテンツ不正流通対策の共同
検知システムの実証実験の請負
事業者を決定し、実証実験を実
施しているところ。

・制度改正の必要性について検
討し、2010年度中に結論を得る
予定。
・権利者団体、通信事業者、動
画投稿サイト運営事業者、放送
事業者等の関係者からなる連絡
会においてインターネット上の侵
害コンテンツに対する対策につ
いて検討を実施するとともに、
ネットワーク上の侵害コンテンツ
の検知とプロバイダ等への削除
要請を容易にするシステムに関
する実証実験を実施し成果を取
りまとめる予定。

・2010年9月7日、総務省の「利用
者視点を踏まえたICTサービスに
係る諸問題に関する研究会」に
おいて、　「プロバイダ責任制限
法検証ＷＧ」（主査　東京大学長
谷部恭男教授）が設置され、同
WGにおいてプロバイダ責任制限
法の検証を実施しているところ。

制度改正の必要性について検
討し、2010年度中に結論を得る
予定。

37

プロバイダによ
る侵害対策措置
の促進
（短期・中期）

プロバイダと権利者
が協働し、インター
ネット上の侵害コン
テンツに対する新た
な対策措置（例え
ば、警告メールの転
送や技術的手段を
用いた検知）を図る
実効的な仕組みを
2010年度中に構築
する。併せて、現行
のプロバイダ責任制
限法の検証を図った
上で、実効性を担保
するための制度改
正の必要性につい
て検討し、2010年度
中に結論を得る。さ
らに、それらの取組
の進捗状況を踏ま
えて、必要な措置を
講じる。

総務省

・プロバイダ責任制限法ガイ
ドライン等検討協議会等に
おけるプロバイダと権利者に
よる協働の促進。
・権利者団体、通信事業者、
動画投稿サイト運営事業
者、放送事業者等の関係者
からなる連絡会の設置を通
じた実効的な仕組の構築。

・引き続き、プロバイダと権利者による協働体制の促進を支援
・ガイドラインの改定等、関係者を網羅した対策の実施。

現行のプロバイダ責任制限
法の検証を図った上で制度
改正の必要性について2010
年度中に結論を得る。

検証の成果を踏まえた対策を実施。

36

アクセスコント
ロール回避規制
の強化
（短期）

製品開発や研究開
発の萎縮を招かな
いよう適切な除外規
定を整備しつつ、著
作物を保護するアク
セスコントロールの
一定の回避行為に
関する規制を導入す
るとともに、アクセス
コントロール回避機
器について、対象行
為の拡大（製造及び
回避サービスの提
供）、対象機器の拡
大（「のみ」要件の緩
和）、刑事罰化及び
これらを踏まえた水
際規制の導入によっ
て規制を強化する。
このため、法技術的
観点を踏まえた具体
的な制度改革案を
2010年度中にまとめ
る。

内閣官房、文部科学省及び
経済産業省が協力して行う
検討を踏まえ、文化審議会、
産業構造審議会等において
必要な検討を行い、国内規
制について具体的な制度改
革案を得る。

左記検討結果等を踏まえ、必要な措置を講ずる。

国内規制の検討状況を踏ま
え、必要に応じ関税・外国為
替等審議会等において検討
し、水際規制について、具体
的な制度改革案を得る。

概要 担当府省
短期

Ⅱ．コンテンツ強化を核とした成長戦略の推進

具体的な取組

 工程表

2012年度 2013年度2010年度

中期

2011年度

進捗状況

注）各省の記載に基づき作成（11月５日時点）



知的財産推進計画２０１０の項目別進捗状況⑧（11/8 配布資料のうちからデジタル化・ネットワーク化部分抜粋） 

正規配信サービス展開の促進、著作権侵害防止技術の開発支援、著作権侵害に関する普及啓発活動の強化 

８ 

長期

2014～2019年度
2010年11月までの
具体的な取組状況

今後の具体的な取組予定

経済産業
省

関係業界にヒアリングを行った結
果、当省としては、民間の主体的
な動きを尊重し、必要に応じて支
援を行う体制を整備したところ。

引き続き、民間の動きを尊重し、要
望に応じて支援方法を検討してい
く。

総務省

本年6月に「放送コンテンツ権利
処理円滑化連絡会」を設置、本年
8月に権利処理一元化の促進に
向けた実証実験の請負事業者を
決定し、実証実験を実施している
ところ。

権利処理窓口一元化、不明権利
者探索に関する実証実験を実施
し、成果を取りまとめる予定。

経済産業
省

インターネット上の違法コンテンツ
の削除要請に係る実証実験を中
国の動画共有サイト等に対して実
施。

引き続き、動画共有サイト等に対
して実施する。

総務省

本年3月に「コンテンツ不正流通
対策連絡会」を設置、本年9月に
コンテンツ不正流通対策の共同
検知システムの実証実験の請負
事業者を決定し、実証実験を実
施しているところ。

権利者団体、通信事業者、動画投
稿サイト運営事業者、放送事業者
等の関係者からなる連絡会におい
てインターネット上の侵害コンテン
ツに対する対策について検討を実
施するとともに、ネットワーク上の
侵害コンテンツの検知とプロバイダ
等への削除要請を容易にするシス
テムに関する実証実験を実施し成
果を取りまとめる予定。

文部科学
省

一般国民、都道府県等著作権事
務担当者、図書館職員及び教職
員を対象とした各種講習会を順
次開催しており、今年度について
は現在までに計１１回開催し計１
９３１人が受講している。
また、中学生以上を対象とした著
作権に関する普及啓発教材を開
発中である。

引き続き、権利者団体等との連携
のもと、一般国民を対象とした各
種講習会を順次開催していくととも
に、来年度の開催準備を進める。
また、今年度中に、中学生以上を
対象とした著作権に関する普及啓
発教材開発を完了する予定。

総務省

・著作権侵害が疑われる情報の
削除要請等を受けた中小プロバ
イダからの問い合わせ等に対応
する相談窓口を設置。
・本年3月に「コンテンツ不正流通
対策連絡会」を設置、本年9月に
コンテンツ不正流通対策の共同
検知システムの実証実験の請負
事業者を決定し、実証実験を実
施しているところ。

・引き続き著作権侵害が疑われる
情報の削除要請等を受けた中小
プロバイダからの問い合わせ等に
対応する相談事業を実施する。
・権利者団体、通信事業者、動画
投稿サイト運営事業者、放送事業
者等の関係者からなる連絡会にお
いてインターネット上の侵害コンテ
ンツに対する対策について検討を
実施するとともに、ネットワーク上
の侵害コンテンツの検知とプロバ
イダ等への削除要請を容易にする
システムに関する実証実験を実施
し成果を取りまとめる予定。

40
著作権侵害に関
する普及啓発活
動の強化（中期）

官民一体となった
消費者の普及啓
発活動を強化す
る。

・一般国民、都道府県等著作権事務担当者、図書館職員及び教職員を対象とした各種講習会
を開催するとともに、著作権に関する学習ソフト等を開発しホームページを通して広く提供する
ことで、多くの人々を対象として著作権保護に関する普及啓発を実施。
・権利者団体、関係省庁等と連携し、定期的に集中的な普及啓発活動を実施。

・電気通信サービスの利用者に対する周知・啓発を実施。
・著作権侵害が疑われる情報の削除要請等を受けた中小プロバイダからの問い合わせに対
応する相談窓口に対する支援。
・権利者団体、通信事業者、動画投稿サイト運営事業者、放送事業者等からなる連絡会にお
いて、関係者が一体となって、効果的な普及啓発・広報の在り方等について検討、実施できる
よう支援。
・権利者団体、関係省庁等と連携し、定期的に集中的な普及啓発活動を実施。

左記の実験の成果を踏まえ、ネット上における実効
的な違法コンテンツ流通対策を実施。

ネットワーク上の侵害コンテ
ンツの検知とプロバイダ等へ
の削除要請を容易にするシ
ステムに関する実証実験の
実施。(検知・削除要請シス
テムの構築)

ネットワーク上の侵害コ
ンテンツの検知とプロバ
イダ等への削除要請を
容易にするシステムに関
する実証実験の実施。
(検知・削除要請システ
ムの機能拡張・運用性
の向上)

・ネットワーク上の侵害コ
ンテンツの検知とプロバイ
ダ等への削除要請を容易
にするシステムに関する
実証実験の実施。(検知・
削除要請システムの実用
化に向けた改良)
・関係者の共同によりネッ
トワーク上のコンテンツの
不正流通対策を行う共同
検知センターを設立。

39
著作権侵害防止
技術の開発支援
（短期）

民間における著作
権侵害防止に関
する技術の開発や
その活用を支援す
る。

中国における侵害を踏まえ、
ネット上の違法コンテンツ流
通を自動的に検知するシス
テムの開発及びその実効性
向上に向けた実証事業を実
施。

38
正規配信サービ
ス展開の促進
（中期）

インターネット上の
著作権侵害コンテ
ンツ対策としての
観点も踏まえ、民
間企業が消費者
の利便性に即した
正規サービスを展
開することを促進
する。

左記検討結果を基に正規配信を促進する観点から
アニメ・コミックの海外展開の支援を実施。

映像分野の権利処理一元化
推進のため、権利処理業務
の窓口一元化、不明権利者
探索の実証実験を実施。

映像分野の権利処理一
元化推進のため、不明
権利者探索の一元化の
実証実験を実施。

映像分野の権利処理一
元化推進のため、権利処
理業務の電子許諾システ
ム等の実証実験を実施。

アニメ・コミックについて全世
界をターゲットとしたネット配
信ポータルサイトの構築等
について、民間サイドのニー
ズに応じた支援を検討。

概要 担当府省
短期

Ⅱ．コンテンツ強化を核とした成長戦略の推進

具体的な取組

 工程表

2012年度 2013年度2010年度

中期

2011年度

進捗状況

注）各省の記載に基づき作成（11月５日時点）



知的財産推進計画２０１０の項目別進捗状況⑨（11/8 配布資料のうちからデジタル化・ネットワーク化部分抜粋） 

警察による取締り、著作権制度上の課題の総合的な検討 

８ 

長期

2014～2019年度
2010年11月までの
具体的な取組状況

今後の具体的な取組予定

41
警察による取締
り
（短期）

警察による効果的な取
締りを実施する。

警察庁

・悪質なインターネット上の著作権侵害
事犯の取締りを行った結果、平成22年
上半期における著作権侵害事犯の検
挙事件数は81事件(+36事件、+80.0%)、
検挙人員は108人(+38人、+53.5%)と、前
年同期比で事件数及び人員とも増加し
た。
・利用者数の増加傾向にある「パーフェ
クトダーク」や「ビットトレント」等のファイ
ル共有ソフトを用いた著作権侵害事犯
や、世界最大規模の動画配信サイトを
用いた著作権侵害事犯を取締るなど、
効果的な取締りを実施した。
・平成22年９月、不正商品対策協議会
が作成した広報啓発ポスター「ST0P!ネ
ツトでの知的財産権侵害」を警察施設
に掲示し、知的財産権の保護と不正商
品の排除を国民に広く訴えた。
・警察白書や警察庁ホームページ「偽
ブランド・海賊版の根絶に向けて!!｣等に
知的財産権侵害事犯の検挙状況、主
要検挙事例等に関する情報を公表し、
模倣品・海賊版に関する国民の理解の
促進を図った。

・引き続き、著作権団体との連携によ
り、抑止効果の高い著作権侵害事犯の
取締りを行うとともに、同種事犯抑止の
ための広報啓発を推進する。
・平成22年11月、不正商品対策協議会
が主催の不正商品撲滅キャンペーン
「ほんと？ホント！フェア」を後援すると
ともに、担当者を派遣して知的財産権
の保護や不正商品の排除を訴える。
・平成23年3月、不正商品対策協議会
が主催の「アジア知的財産権シンポジ
ウム」を後援するとともに、担当者を派
遣して知的財産権の保護や不正商品
の排除を訴える。

42

著作権制度上の
課題の総合的な
検討
（中期）

デジタル化・ネットワー
ク化に対応した著作権
制度上の課題(保護期
間、補償金制度の在り
方を含む)について総
合的な検討を行い、検
討の結果、措置を講じ
ることが可能なものか
ら順次実施しつつ、
2012年までに結論を得
る。

文部科学
省

・補償金制度については、経済産業省
と文部科学省による検討会を設け、有
識者からヒアリングを行うなど、関係者
の合意形成に向けた取組を行った。
・また、文化審議会著作権分科会基本
問題小委員会において、デジタル・ネッ
トワーク社会における著作権制度の在
り方をめぐる基本的な認識について検
討が行われ、8月に報告が取りまとめら
れた。

補償金制度については、引き続き、検
討会において、関係者の合意形成に向
けた取組を進める予定。
デジタル化・ネットワーク化に対応した
著作権制度上の諸課題については、文
化審議会著作権分科会基本問題小委
員会等において検討が必要とされたも
のについて、必要に応じた取組を進め
る予定。

ファイル共有ソフトを使用するなどの悪質なイン
ターネット上の著作権侵害事犯の取締りを強化（効
果的な捜査手法を適宜活用）するとともに、官民の
普及啓発活動と連携しつつ、同種事犯の抑止のた
めの積極的な広報を実施。

・補償金制度については、コンテンツ利用の利便性向上とクリエーターの権
利保護のバランスについて、関係者の合意形成に向けた検討を進めるた
め、経済産業省と文部科学省による検討会を設置する。当該検討会の結果
を踏まえ、補償金制度の見直しに関する関係者の合意形成を目指す。利害
関係者間で一定の合意が得られれば文化審議会著作権分科会での検討を
開始し、結論が得られ次第必要な制度改正案をとりまとめる。
・この他のデジタル化・ネットワーク化に対応した著作権制度上の諸課題に
ついては、文化審議会著作権分科会において順次検討を行い、その結果措
置を講じることが可能なものから実施。

概要 担当府省
短期

Ⅱ．コンテンツ強化を核とした成長戦略の推進

具体的な取組

 工程表

2012年度 2013年度2010年度

中期

2011年度

進捗状況

注）各省の記載に基づき作成（11月５日時点）



知的財産推進計画２０１０の項目別進捗状況⑩（11/8 配布資料のうちからデジタル化・ネットワーク化部分抜粋） 

著作権制度上の課題の総合的な検討、ネット上のコンテンツの部分的引用やネット放送のルール形成 

８ 

長期

2014～2019年度
2010年11月までの
具体的な取組状況

今後の具体的な取組予定

43

著作権制度上の
課題の総合的な
検討
（短期）

42の著作権制度の総
合的な検討のうち、権
利制限の一般規定に
ついて、これまでの検
討結果を踏まえ、2010
年度中に法制度整備
のための具体的な案を
まとめ、導入のために
必要な措置を早急に講
ずる。

文部科学
省

文化審議会著作権分科会法制問題小
委員会において、2010年4月、「権利制
限の一般規定に関する中間まとめ」が
取りまとめられ、文化庁は、同年5月か
ら１ヶ月間、同中間まとめに対する意見
募集を実施し、計254通の意見が提出
された。これを踏まえ、同小委員会で
は、意見募集に意見を提出した団体
中、18団体から意見聴取を行った。

2011年1月に文化審議会著作権分科会
において、権利制限の一般規定の導入
が適当とする報告書が取りまとめられ
る予定。
これを踏まえ、著作権法改正法案の準
備作業に着手する予定。

44

著作権制度上の
課題の総合的な
検討
（短期）

42の著作権制度の総
合的な検討のうち、著
作権法上のいわゆる
「間接侵害」に関し、
2010年度中に差止請
求の範囲の明確化を
含め、その要件化に関
する一定の結論を得
て、必要な措置を早急
に講ずる。

文部科学
省

文化審議会著作権分科会法制問題小
委員会のもとに司法救済ワーキング
チームを設置し,制度設計の案に係る論
点、裁判例の分析、関係者からの意見
聴取等の検討を行っている。（10月３１
日時点で第4回まで開催。）

引き続き、文化審議会著作権分科会法
制問題小委員会司法救済ワーキング
チームにおいて検討を行う予定。

再掲

ネット上のコンテ
ンツの部分的引
用やネット放送
のルール形成
(短期)

インターネット上におけ
るコンテンツの部分的
引用やネット上の放送
における利用を始めと
して、今後のビジネス
展開の円滑化が図られ
るよう、国際的動向も
踏まえながら民間にお
ける関係者間のルール
形成が促進されるよう
支援する。

文部科学
省

配信事業者と音楽著作権管理事業者
の契約締結が行われるなど、民間にお
ける関係者間のルール形成が進んで
いるところ。

引き続き、民間における関係者間の
ルール形成が促進されるよう、必要に
応じた支援を行う。

インターネット上における
コンテンツの部分的引用
やネット上の放送等に関
し、民間における関係者
間のルール形成が促進
されるよう、その必要性
も含めて施策を検討。

左記の検討に基づき、必
要に応じて支援のため
の施策を実施。

これまでの検討結果を踏まえ、2010年度中に法制
度整備のための具体的な案をまとめ、導入のため
に必要な措置を講ずる。

文化審議会著作権分科会における検討を進め、
2010年度中に一定の結論を得る。同分科会におけ
る検討結果を踏まえ、制度改革案のとりまとめなど
必要な措置を講ずる。

概要 担当府省
短期

Ⅱ．コンテンツ強化を核とした成長戦略の推進

具体的な取組

 工程表

2012年度 2013年度2010年度

中期

2011年度

進捗状況

注）各省の記載に基づき作成（11月５日時点）


